
◆普天間飛行場の歴史的経緯

ＳＡＣＯ合意から23年…

◆進まぬ普天間飛行場返還問題

◆これまでの経緯
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「ＳＡＣＯ最終報告」で「今後 5年乃至 7年以内に、十分な代替施設が

完成し運用可能になった後、普天間飛行場を返還する」と合意

沖縄国際大学へ米軍ヘリが墜落

在日米軍再編協議最終報告（日米ロードマップ）において、普天間飛行

場代替施設の建設は2014 年までの完成を目標とすることを合意

「２＋２」において、日米ロードマップで合意された、普天間飛行場移設・

移転の 2014 年の目標を見直し、出来る限り早く完了することを確認

ＭＶ-22オスプレイの配備が開始（2013 年９月配備完了）

日米両政府による統合計画において、普天間飛行場の「2022 年度また

はその後」の返還時期を公表

沖縄県知事、宜野湾市長連名で、普天間飛行場の５年以内の運用停止、

早期返還などを政府に要請

第１回普天間飛行場負担軽減推進会議が開催

普天間飛行場所属のＫＣ-130 空中給油機

全 15 機の岩国飛行場への移駐完了

普天間飛行場東側の土地（約４ha）の返還

普天間第二小学校へ米軍ヘリ窓落下
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太平洋戦争時、米軍の沖縄本島上陸により沖縄戦開始

米軍に土地を接収され、本土決戦に備えて普天間飛行場建設開始

沖縄戦での組織的戦闘が終了

市制施行の年、米軍が基地のフェンス設置開始

沖縄の本土復帰

市の人口が5万人を超える

ハンビー飛行場の返還に伴い、その基地機能が普天間飛行場へ移

され、現在のような運用形態へ
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◆普天間飛行場に関する日米合意とその実態

平成8年3月◆航空機騒音規制措置に関する日米合意

普天間飛行場における航空機騒音規制措置（抜粋）

3.a　進入及び出発経路を含む飛行場の場周経路は、できる限り学校、病院を含む人口稠密地域上空を避けるよう

に設定する。

3.g　22:00～06:00の間の飛行及び地上での活動は、米国の運用上の所要のために必要と考えられるものに制

限される。夜間訓練飛行は在日米軍に与えられた任務を達成し、又は飛行要員の練度を維持するために必要

な最小限に制限される。部隊司令官は、できる限り早く夜間の飛行を終了させるよう最大限努力を払う。

平成16年8月◆沖縄国際大学への米軍機ヘリ墜落事故

平成16年8月13日（金）午後2時15分ごろ、普天間飛行場に派遣されていた米海兵隊所属ＣＨ-53Ｄ型ヘリが

沖縄国際大学の本館に墜落、炎上するという重大事故が発生しました。事故機は我如古上空で尾翼部分（テール

ローター）を落下し、操縦不能になったまま沖縄国際大学本館ビルに墜落、激突後激しく炎上しました。ヘリに搭乗し

ていた米軍関係者3名が負傷し、民間人への人的被害は確認されなかったものの、民家29戸、車両33台等の物的

被害が確認されています。

平成19年8月◆場周経路の再検討及び更なる安全対策についての検討に関する報告書の合意

　　　　　　◆普天間飛行場の除去に向けた取り組みを発表

普天間飛行場に係る場周経路の再検討 普天間飛行場に係る離発着経路
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平成19年12月◆クリアゾーンの存在が明らかに

平成27年9月◆日米地位協定の環境補足協定の締結

平成19年12月、本市が入手した「海兵隊航空基地普天間飛行

場マスタープラン」によって、普天間飛行場におけるクリアゾーン

（土地利用禁止区域）の存在が明らかになりました。

マスタープラン内では「障害物を排除し離発着の際の安全を確

保するためのエリアである」と記述されておりますが、クリアゾー

ンは大きく基地外の住民地域に張り出しており、そこには普天間第

二小学校を始め、多くの施設があり、約3,600人もの住民が居住し

ています。

日米両政府は、日米地位協定の発効後初めてとなる環境補足協定に合意し署名しました。これにより、これまで規

定のなかった環境事故発生時の日本側の調査と、返還の約７ヶ月前から現地調査を行うことが可能となりました。ま

た、嘉手納以南の返還における立入りについては、日米間で別途合意すれば７ヶ月より前に立入りが可能となりまし

た。しかしながら、立入り調査に関しては米軍の裁量に委ねられているところもあり懸念が残る部分もあることから、

本市としましては、実効性のある運用がなされていくよう求めてまいります。

平成22年1月から◆普天間飛行場における回転翼機の飛行状況調査結果発表

左の図は、平成30年に沖縄防衛

局が発表した回転翼機の月別飛行

航跡集約図（平成29年4月～平成

30年3月）の抜粋となっています。

調査結果は、場周経路をはみ出した

飛行数及び遵守している飛行数が

示されておらず、調査対象に固定翼

機が含まれていないことなど、普天

間飛行場の周辺の実態を示すもの

とは言い難いものとなっています。

さらに、調査結果に場周経路を当て

はめてみると、その多くが場周経路

を逸脱していることが確認できます。

平成29年12月◆普天間第二小学校への米軍機ヘリ窓落下事故

平成29年12月13日（水）午前10時25分頃、米軍普天間飛行場所属ＣＨ-53

Ｅ型ヘリの窓（約7.7キロ）が普天間第二小学校のグラウンドに落下するという

重大事故が発生しました。事故当時、窓が落下した地点からわずか10メートル

ほどしか離れていない場所では体育の授業が行われていました。市の抗議・要

請に対し、米側からは「できる限り小学校上空を飛行しない」との発表がありま

したが、事故から約1ヵ月後に小学校上空でのヘリの飛行が確認されています。

事故後小学校では、ヘリの飛来を確認するための監視カメラとモニター、監

視員が速やかに設置・配置されるとともに、ヘリからの落下物を想定した避難

訓練も実施されています。また平成30年8月には、監視員に代わって生徒が自

主的に避難できるよう屋根付きの避難所が完成しました。

月別飛行航跡集約図

（平成29年12月）と

場周経路重ね図

【作成：宜野湾市】
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